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１Ｇ０７ 
組織レジリエンス 

―プロジェクトリーダーの予防的行動― 
 

米澤 政洋（一橋大学） 
 

1. はじめに 
本研究は,創造的活動を伴うプロジェクトのパフォーマンス研究とレジリエンス研究から, 日本の

SIer（System Integrator）の組織内プロジェクトに備わる企業内活力,組織復原力を検証するすること
を目的としている. 
近年,日本の情報通信技術やクラウドテクノロジーの進化により, 新しいコンセプトや新技術が産ま

れている. 新しいコンセプトとしては, デジタル変革（DX）, ビックデータなどであり, 新技術として
は,IoT,AI,RPA などが代表例である. これらの技術を企業や自治体に提供する産業が情報サービス業で
ある. 情報サービス業は総務省の“日本標準産業分類”にて大分類となる情報通信業の中に位置付けら
れ, ソフトウェア業,情報処理のサービス業が含まれる. ソフトウェア業は企業や自治体などからシス
テム構築の受託や, その保守を実施する. そして, 日本の情報サービス業を構成する主要な企業が
SIer であり, それら企業が行う SI プロジェクトは個別性の高い要求に対し, 人的作業を主体とした価
値創造に取り組む. そのため, プロジェクトチーム内の行動の不適切さにより失敗するリスクが潜む. 
SI プロジェクトの成否要因は様々であるが, 納期遅延やコスト超過などによるプロジェクトの失敗は, 
SI を担う情報サービス業のみならず, 顧客のビジネスに負の影響をもたらす可能性がある. 
 
 
2. 先行研究 
SIer の主たる企業活動である製品開発とプロジェクトチームの成否要因に関する先行研究に加え, 

組織レジリエンスに関する文献のレビューを実施した. 
 

2.1. 組織パフォーマンス 
 Shona L and Kathleen（1995）は製品開発の研究の中でモデルを示し,研究過程で製品開発の既存研
究を 3 つの研究の流れに分類した. 3 つとは①計画に基づく研究, ②コミュニケーションに注目した研
究, ③問題解決に着目した研究である [1]. 
 SI プロジェクトの成否要因に焦点を当てた先行研究によると,情報サービスを提供する側の視点では,
品質（Q:Quality）とコスト（C:Cost）とスケジュール（D:Delivery）の計画値と実績の差異が測られ
いる. 情報システムの開発の成否に関する研究を調査した McLeod らは, 多数の研究にてプロジェクト
計画に関する規模,コスト,スケジュールの見積とリスクの特定がプロジェクトの成否に影響を与える
ことを示した[2]. また, 受託型開発企業の組織文化に焦点を当てた研究では, プロジェクト計画の精
度, プロジェクトマネジメント手法・見積手法, PM（Project Manager）の熟練度, 過去のプロジェク
ト資産の流用に着目されてきた. 組織文化に焦点を当てた研究では,顧客と開発者間,開発者間のコミ
ュニケーション, 部署横断の協力とパフォーマンスに影響を及ぼす要因といった文脈で示されている. 
SI プロジェクトは人的タスクを伴うため,ヒトの認識と解釈と行動によって結果が異なる. これらがプ
ロジェクト成果やパフォーマンスに影響を与えている可能性が考えられる.組織文化の研究では, プロ
ジェクト成否へ影響を与える要因としてシステム開発方法が分析されている.  Schein は組織文化につ
いて, 組織にある「無意識の当たり前の信念」,それにより提示される組織の「戦略」「目標」「目に見
える組織構造および手順」の 3 構想で構成され, 組織の活動成果に大きな影響を与えると述べている. 
職業,組織で過ごす時間が多い場合,組織に属する者と共有する多くの文化に染まる. 文化が存在する
かを判断する鍵は共通する経験や背景を探してみることが有効な手段と考えられる[3].  
 新製品チームの研究について,外部の行動に焦点を当てた研究[4]や,外部の優位性を検討した研究で
は, チームとその環境との間で交換される情報が研究されてきた[5][6][7]. これらは, 特定の種類の
グループと他グループとの相互作用を調査している. これらの知見は,外部コミュニケーション型チー
ムの両価性を示している. 
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2.2. 組織レジリエンス 
 組織レジリエンスは, 直面する危機やチーム内の学習効果などによって,課題に立ち向かい回復する
力の源泉である[8]. 例えば,プロジェクトチームが,取組環境の変化や追加要求などの危機的状況下を
乗り越え, プロジェクトを成功させること力と表現できる. 組織レジリエンスとは組織やプロジェク
トを成功に導く源である. レジリエンス能力の構成要素は,環境を解釈,分析,定式化を行う能力である
「認知的レジリエンス」と, 組織が過去の経験やプロジェクトの成功と失敗から学習したことを活かし
原動力とする能力と考えられる「行動的レジリエンス」に大別することができる[9]. Reaso はレジリエ
ンスを悪影響を予防する能力, 悪影響が悪化しないようにする能力, 悪影響が起こった際にリカバリ
ーする能力にて整理した[10]. またレジリエントな組織は漸弱な組織と対比して特徴づけられ, 脆弱
な組織は,環境の変化に対して何らかの予防策を講じなければ被害を受けてしまう[11]. これらからレ
ジリエンスの概念は, 悪いことが起こる時点を中心に, 過去と現在で繰り返される経験や学習の効果
を前提に考えられていることがわかる. 
 
先行研究から,企業活動（本研究では SI プロジェクト）における組織レジリエンスとプロジェクトパ

フォーマンスの研究には, 時間ととも経過するプロジェクトの進捗や活動開始前,開始後の構成要素を
整理して検討する必要があると考えらえれる. 

 
表 1 は本研究で確認したプロジェクト研

究の主な構成要素を簡略的に示した表であ
る. 創造的活動を行うプロジェクトのパフ
ォーマンス分析は, 個人能力, リーダーの
有無, メンバーの専門性や多様性,制度,地
理的要因など様々な研究が行われてきた. 
ＳＩプロジェクトの成否の要因の同定を目
的とする研究は, 成果物の品質とコストと
納期の精度を要因として研究が行われてき
た. 組織レジリエンスの研究は, 事象が起
こる前の予防と事象が行った際の対処に大
別される. 
SIer のプロジェクトにおいて, プロジェ

クトリーダーはメンバーとは異なる権限や
プロジェクト成否を左右する判断を与えられている. 加えて組織内部のプロジェクトリーダーは企業
内の過去のプロジェクト経験から, 組織特有の「予防的レジリエンス」を発揮している可能性がある. 
そのため, 内部社員と外部社員のリーダーの違いから, 社内に蓄積されたノウハウや, 経験を活かし
たレジリエンス効果を確認できると考えられる. これら仮説に基づき,本研究は内部社員と外部社員リ
ーダーに違いから, 予防レジリエンスの違いを検証する. 
 
 
3.  SI プロジェクトにおける予防的レジリエンス検証モデル  
最初に,予防的レジリエンス効果の検証モデルを検討した.リーダーは過去プロジェクトの経験以外

にも,組織内で実施されたプロジェクトの成否を認識する.過去の経験やプロジェクトの成功と失敗か
ら学習したことを活かすことから, 組織の所属期間の長い内部社員リーダーは,外部社員リーダーより
も組織に備わる予防を実施している可能性がある. これらを確認する検証環境として,不確実性の高い
特性のプロジェクトが有効であると考えた. SIプロジェクトにおいて, 標準化によるルーティン業務が
行いにくく,顧客仕様により,都度検討を行うソフトウェア開発プロジェクトとコンサルティングプロ
ジェクトは,不確実性の高いプロジェクトであると考えた. 検証モデルは図 1 のとおりである. 

 
 

プロジェクト

開始前の着眼点

プロジェクト実行中
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（学習効果と組織文化）

組織レジリエンス研究

予防のレジリエンス

制度とリーダー特性

対処のレジリエンス

リーダーとメンバーに

よる対策とリカバリー

プロジェクト経験による

学習効果と

組織ルールの変更

プロジェクト研究の主な構成要素

表１ 先行研究から得たプロジェクト研究の構成要素（筆者作成）

プロジェクト

開始前

プロジェクト

終了

経験・変更
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4. 分析方法と変数 
 検証は, 日本の SIer の 1 社に協力頂き, 2014 年～2017 年の SI プロジェクトデータを使用した. こ
の SIer は 2000年以前に創業した,年間売上 約 4000 億円の大手 SIer である. 顧客要求に合わせてプロ
ジェクトを立ち上げ, ITインフラ設計・構築, ソフトウェア開発, コンサルティング（サービス）, デ
ータセンターサービス, 保守運用サービスなどを提供している. 各プロジェクトのデータには,プロジ
ェクト開始前に想定する見通コストと最終的コスト, 期間, リーダーの過去プロジェクト経験（回数）, 
プロジェクト開始前と最中に変更した仕様ドキュメントの変更回数が含まれている. プロジェクトリ
ーダーが内部社員か外部社員であるかが確認できるため, 組織に蓄積されたノウハウの活用やプロジ
ェクト悪化に対する対策の違いを検証できる考えた. 全データから各プロジェクトの見通と最終コス
トの差を確認し, コンサルティング, ソフトウェア開発プロジェクトを不確実性の高いプロジェクト
（478 件）として抽出した. 

 

 
 

（１）コスト差異（パフォーマンス） 
リーダーがプロジェクト開始前に策定する想定コストとプロジェクト終了時の最終コストのデー

タを使用し, プロジェクト毎の差分をコスト差異データとして作成した. 差異の小さいプロジェク
トはパフォーマンスの高いプロジェクトとした. 
 

（２）ドキュメント変更回数（プロジェクト開始前は予防、プロジェクト最中は対処の代理変数） 
不確実性の高いプロジェクトは仕様変更を伴うドキュメント変更が生じやすい. ドキュメントは

リーダーの判断により変更（検討, 記入はリーダーの責任で実施）される. プロジェクト開始前のド 
キュメント内容に基づき,想定コストは確定される. 
 

（３）組織内プロジェクト回数（組織内経験を通じた学習） 
リーダーが過去に経験したプロジェクト回数である. 成功や失敗から,予防や対策について学習し

ている可能性がある. 
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（４）プロジェクト期間（プロジェクト規模） 
プロジェクト期間はコスト差異に影響を及ぼす要因となる可能性がある. 例えば, プロジェクト

中の相互学習効果などはパフォーマンスに影響を与える要因と言える. 
 
 
5. 分析 
5.1. 分析結果（相関分析） 

左表は,内部社員と外部社員のリーダーが担
当したプロジェクト（それぞれ 441件と 37 件）
の相関分析結果である. 表４の内部社員リーダ
ーの結果から, ①コスト差異と②想定コスト見
積は正の相関を示した（.146）. ⑥プロジェク
ト期間は, ②想定コスト見積（.238）と④最中
のドキュメント変更（.160）の相関を示した. こ
れらは要求に基づくプロジェクト規模の大きさ
による結果である.②想定コストと③プロジェ
クト開始前のドキュメント変更回数は負の相関
(-.168)を示した. これは,顧客要求に対し,念
密に検討して想定コストを算出している結果と
考えられる. 一方,表５の外部社員リーダーの
場合は, ⑤組織内プロジェクトの回数と⑥プロ
ジェクト期間に正の相関（.385）が見られた. 外
部社員が対象企業のプロジェクトを複数経験す
ることで, 期間の長いプロジェクトを任される
傾向と考えらえる. ⑥プロジェクト期間の長さ
と④最中のドキュメント変更の相関（.332）は
内部社員と同じ傾向であるが, ④プロジェクト

最中のドキュメント変更と①コスト差異の相関（.683）は異なる結果であった. 
 
5.2. 分析結果（回帰分析） 
 回帰分析の結果を表 6 と表 7, 表 8 表 9 に示す. ともにプロジェクトパフォーマンスを示すコスト差
異を目的変数とし, 想定コスト, 組織内プロジェクト回数, プロジェクト開始前とプロジェクト最中
のドキュメント変更回数, プロジェクト期間を説明変数として投入した回帰分析（ステップワイズ投
入）の結果である. 投入した変数の中には有意な結果が得られず除外された変数もあった. 分析結果は
各変数の数値を標準化した「標準化係数β」と「有意確立」「共線性の統計量」によって解釈できる. 

   
（内部社員リーダー） 

プロジェクトの想定コスト見積の大きさは, コスト差異の減少を一部分を説明しているが, 決定係
数が低く, 差異の説明力としては乏しい結果であった. 

 （外部社員リーダー） 
プロジェクト最中のドキュメント変更は, コスト差異を説明. 
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6.  分析結果のまとめと解釈 
 内部社員と外部社員リーダーの比較から, プロジェクトのパフォーマンス（コスト差異）を増減させ
る要因が異ことを確認した. 内部社員リーダーの相関分析の結果と,同企業内プロジェクトは顧客の要
求と仕様検討に合わせて想定コストが決定されること踏まえると, 事前の検討量（プロジェクト開始前
のドキュメント変更量によって判断）は想定コストを縮小化させると解釈できる. 外部社員リーダーの
場合, プロジェクト開始前のドキュメント変更は, 想定コストに影響を与えておらず, プロジェクト
最中の対応（プロジェクト最中のドキュメント変更量によって判断）にて, プロジェクトに対処してい
るということがわかった. 変数は限定的であるため確認が必要となるが, 内部社員リーダーにのみ示
された,プロジェクト開始前の行動（開始前のドキュメント変更による予防）は, プロジェクト開始前
における組織内部固有の予防であると考えられる. 
 
7.  おわりに 
 本研究は大手 SIer プロジェクトデータを使用し,組織レジリエンス研究の文脈で組織に備わる「予防
的レジリエンス」の検証を試みた. レジリエンスは, 悪影響を及ぼす影響の前に行う「予防的レジリエ
ンス」と悪影響が行った際に対処する「対処的レジリエンス」に大別でき, 本検証は不確実性の高い企
業内プロジェクトの開始前に見られる「予防的レジリエンス」の一結果であると考えている. 
しかし, リーダーの能力特性, プロジェクト最中の不確実性によるコスト差異要因など, 分析精度

を上げるために考慮すべき点は多くあると認識している. これらは今後の研究課題であり, 組織レジ
リエンス全体の効果として解釈に限界がり上述した1社のプロジェクトデータあった点も含めて検討し
ていく必要がある.  
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